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 1　はじめに 
 　昨年，旭化成㈱の社員であった吉野彰氏がノーベル化学賞を受賞したことは記憶に
新しい。これは吉野氏が会社員として企業内で研究活動を続け，その成果としてリチ
ウムイオン電池の発明を行った功績が評価されたことによるとされている。吉野氏の
ように，企業内において研究活動を行うことは，今日の企業においては特に目新しい
ことではない。こうした中，企業としては，研究活動を通じてその企業の発展に努め
ることを目的に，発明を行った従業者に対して発明に係るインセンティブとして報償
金等を支給することが今日の企業活動の中では当たり前のこととされている。 
 　ところで，一般的にある会社の従業者が，会社から金銭を支給された場合において，
当該金銭が月給や賞与という形で支給を受けている場合は当然のことながら，会社か
らの給付として，例えば，各種手当等の付加的な給付はもちろんのこと，無償で社宅
に居住している場合や会社提供の高額なレクレーション等現物や経済的利益を享受し
ている場合について得た利益について収入金額が生じた場合には，その利益は所得区
分上雇用関係を基本に支給される金銭として給与所得とされている。 
 　しかしながら，こうした付加的給付のうち従業者が上記のような会社内における発
明である職務発明に伴い1），会社から支給される金銭等については，特許法による職
1） 「職務発明」とは，従業者等のなした発明のうち，「その性質上当該使用者等の業務範囲に属し，
その発明をするに至った行為がその使用者等における従業者等の現在又は過去の業務に属する」
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務発明に係る規定を踏まえ，税務上の所得区分の取扱いについては給与所得とされて
はいない。 
 　職務発明に関する制度をみると，まず，特許法において発明をした者は特許を受け
ることができるとする発明者主義が採用され（特許法29条1項），この原則は職務発
明に関しても適用され，発明者である従業者が特許を受ける権利を有すると考えられ
てきた。ただし，職務発明については，従業者の権利を保護して発明のインセンティ
ブを確保するとともに会社による職務発明の効率的な利用を促す観点から特許法にお
いて特則を設け，会社側と従業者側の利害の調整を図っている。 
 　まず，使用者，法人，国又は地方公共団体（以下，「使用者等」という。）は従業
者，法人の役員，国家公務員又は地方公務員（以下，「従業者等」という。）が職務発
明について特許を受けたとき等に当然に通常実施権を有することとされている（特許
法35条1項）2）。 
 　次に，使用者等が職務発明に係る特許を受ける権利を発明者である従業者等から取
得しようとする場合，あらかじめ特許権を使用者等に承継させること等を契約や就業
規則等において定めることが認められている（特許法35条2項の反対解釈及び最高裁
平成15年4月22日判決）。一方，平成27年度特許法の改正により，従業者等による職
務発明については，契約，勤務規則その他の定めにおいてあらかじめ使用者等に特許
を受ける権利を取得させることを定めたときは，その特許を受ける権利は，その発生
した時から当該使用者等に帰属することが認められている（特許法35条3項）。特許
を受ける権利が，発明した時点において，従業者等である発明者に帰属する方式（以下，
「従業者等帰属」という。）か，使用者等に帰属する方式（以下，「使用者等帰属」という。）
かのどちらを採用するかについては事実上使用者等の判断に委ねられることとされて
いる。 
 　また，従業者等は上記の契約，勤務規則その他の定めにより職務発明について使用
者等に特許を受ける権利を取得させ，又は使用者等に特許権を承継させた等の場合に
は，相当の金銭その他の経済上の利益（以下「相当の利益」という。）を受ける権利
を有することとされている（特許法35条4項）。 
 　こうした特許法上の規定を踏まえ，職務発明に伴い従業者等が使用者等から支給さ
れる相当の利益のうち金銭等に係る所得税の取扱いについては，使用者等が従業者等
ものとされており（特許法35条1項），従業者等が発明によって得た権利につき特別な法的効果
が与えられる。従業者等による職務発明以外の発明は「自由発明」となって発明によって得た権
利は従業者等に原始的に帰属し，従業者等が自由に実施・収益・処分できる（中山信弘『特許法
（第4版）』弘文堂60頁参照）。 
2） 通常実施権とはその特許発明を設定行為で定めた範囲内において，業として実施をする権利と
されるが（特許法78条2項），独占性，排他性は認められていない（最高裁昭和48年4月20日判決）。
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帰属を採用した場合には，支払いを受ける金銭等の性格が，特許を受ける権利の承継
時に一時に支払われる場合には労務の対価ではなく，従業者等が有していた特許を受
ける権利の譲渡対価であるとの考えをもとに，譲渡所得として取り扱われ，一方，承
継後に支払いを受ける金員については特許を受ける権利の譲渡対価ではないことか
ら，雑所得として取り扱われている（所得税基本通達23 ～ 35共 ― 1）。 
 　これに対し，使用者等が使用者等帰属を採用した場合には，相当の利益として支払
を受ける金銭は，権利の移転により生じるものではないことから譲渡所得には該当せ
ず，また，当該金銭等は特許法の規定により「発明者」としての地位に基づいて支払
を受けるものである等の理由で給与所得等にも該当せず，雑所得に該当するとしてい
る（名古屋国税局より平成29年1月27日付で出された「職務発明による特許を受け
る権利を使用者に原始的に帰属させる制度を導入した場合の「相当の利益」に係る税
務上の取扱いについて」の文書回答（以下，「本件文書回答」という。））。 
 　この考え方は，使用者帰属の下では発明者からの権利の移転といったことは行われ
ず，支払われる相当の利益は職務発明に従事し，成果を得た一種の労務の対価と考え
られるものの，特許法を根拠に従業者等に対し雇用契約に基づく被用者としてではな
く，「発明者」としての独自の地位を形成し，雇用契約上の対価とは別の源泉による
ものであるとの考えがその背後にあるものと考えられる。しかしながら，特許法に規
定する相当の利益の性格が雇用契約により得られる給与等とは異なる性格なのかにつ
いては疑義がある。 
 　本件文書回答は，個別の照会に対する回答との位置づけではあるが，限界事例であ
るとは考えにくく，他の事例にも同様の取扱いとされることが想定される。特許権の
申請については，2017年では318,479件の申請があり（このうち310,468件が法人から
の申請），199,577件が登録されている3）。こうした状況を踏まえると，国内において多
数の職務発明が行われていることが想定され。職務発明対価に係る所得税の取扱いが
業界に与える影響は少なくはない。そこで，本稿では本件文書回答を含め，これまで
も所得区分上議論があった従業者等が使用者等から職務発明として支給を受ける金銭
等である相当の利益に係る所得区分について，職務発明の概要及び沿革，所得税の取
扱いの変遷，問題となった具体的事例等の分析・検討を行いつつ考察を試みたい。 
3） 経済産業省『特許行政年次報告書2018年版』2頁，41頁。
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 2　職務発明に係る発明者に支払われるべき金銭等に係る制度の概要及びその
沿革 
 （1）現行職務発明の概要 
 　一般的に特許を取得しうる者は発明者及びその承継人に限られ，特許法29条1項に
おいて「産業上利用することができる発明をした者は，……その発明について特許を
受けることができる。」旨規定されており，発明者は発明により，特許を受ける権利
を取得することになる。講学上この考え方を発明者主義と称している4）。発明者が発
明により取得する特許を受ける権利の性質については，特許を受けることを請求でき
る権利であるとする説（公権説），発明の支配を目的とする私権であるとする説（私
権説），両者の結合であるとする説（結合説）があり，いずれの考えによっても譲渡
性を有し財産的価値があるとするのが通説である5）。 
 　ところで，使用者等との雇用契約により労務の提供を行うことが求められる従業者
等が発明した場合どのようになるのか。民法上の考え方からすればその成果は使用者
等に帰属すべきことになり6），従業者等の発明に伴う特許を受ける権利は当然のこと
ながら使用者等に帰属する。しかしながら，特許法においては上記規定から，従業者
等であっても，発明者はあくまで従業者等なので，特許を受ける権利を有する者は当
該従業者等となる。こうした，従業者等が使用者等からの指揮命令に基づき職務とし
て行った成果である発明に係る特許を受ける権利が，すべて従業者等に帰属するとし
た場合，使用者等は発明に対する投資へのインセンティブを失うことになりかねず，
わが国の産業政策上も好ましくない。 
 　このことから，特許法では，使用者等の発明への投資を誘引するために，従業者等が，
その性質上，使用者等の業務範囲に属し，かつ，その発明をするに至った行為が，従
業者等の現在又は過去の業務に属する発明，すなわち職務発明について特許を受けた
ときは，使用者等は当該特許権について当然に通常実施権を有することとして（特許
法35条1項）7），従業者等が特許権を取得し，使用者等への実施の差止めを行うことを
4） 前掲注1中山44頁。ここでは，発明者主義に対して出願者主義（最初の出願者に特許を付与す
るという考え方）も存在するが，自国の技術水準が高まるにつれ発明者を保護することを通じて
技術水準を高める傾向が強まり，現在では発明者主義が普遍性をもっているとしている。
5） 吉藤幸朔『特許法概説（第9版増補）』有斐閣140頁。  
6） 前掲注5吉藤169頁脚注2において，民法623条は「雇用は，当事者の一方が相手方に対して労
務に従事することを約し，相手がこれに対してその報酬を与えることによって，その効力を生ず
る。」と規定しており，これによって，使用者は雇用契約に従い，従業者の労務の結果いかんに
かかわらず約束の報酬を支払う義務はあるが，一方，従業者の労務給付の結果として生じ又は取
得された物は，一切使用者の所有に帰することができるとする旨記している。
7） 清瀬一郎『特許法原理』学術選書128頁。なお，同書188頁によれば，この法定通常実施権は，
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防止する対策が講じられている。しかし，通常実施権を有したとしても，従業員等が
第三者に特許を受ける権利を譲渡又は許諾すれば使用者等は不利益となる。そこで，
使用者等が職務発明に係る特許を受ける権利を発明者である従業者等から取得しよう
とする場合，あらかじめ特許権を使用者等に承継させること等を契約や就業規則等に
おいて定めることが認められている（特許法35条2項の反対解釈及び最高裁平成15
年4月22日判決）8）。これらの規定がなされたのは，職務発明については特許法本来の
発明者主義である従業者等帰属の原則を維持しつつ，こうした予約承継により資金や
資材等の物的提供者であり，かつ投資に対するリスクを負っている使用者等にも一定
の権利を保証することにあるとされている9）。 
 　しかしながら，上記予約承継に対し，イノベーション（innovation）促進のための
企業活動と職務発明の本質にあった制度の改正として，職務発明の特許を受ける権利
は原始的に法人帰属とすべき意見がなされ10），平成27年度特許法の改正において，従
業者等が行った職務発明については，契約，勤務規則その他の定めにおいてあらかじ
め使用者等に特許を受ける権利を取得させることを定めたときは，その特許を受ける
権利は，その発生した時から当該使用者等に帰属するとの使用者等帰属が取り入れら
れた（特許法35条3項）。 
 　特許を受ける権利についてこうした従業者等帰属の下での承継予約又は使用者等帰
属により使用者等について発明への投資のインセンティブが確保されるが，特許を受
ける権利の承継や使用者帰属に伴い使用者等が従業者等に支払うべき対価や利益の分
配について，私的自治に委ねておく場合には，両者の交渉力に格差があるために，一
方的に使用者に有利な取り決めがなされる恐れがあり，かえって，従業者等の発明意
無償で使用者等に認められたものであるとしている。
8） 特許法35条2項では特許権の承継以外に，使用者等のために仮専用実施権若しくは専用実施権
を設定することも規定しているが，ここでは省略する。
9） 前掲注1中山69頁。
10） 日本知的財産協会「成長を加速するイノベーションのための職務発明制度のあるべき姿」（2013
年4月26日）5頁では，「職務発明は，企業（法人）の発意と投資の下で生まれるものであり，
具体的な発明行為を法人（使用者）がその構成員（従業者）に要請した成果である。したがって，
職務発明の財産的権利（＝特許を受ける権利）は，原始的に，リスクを負担する使用者の財産（＝
法人帰属）となるべきであり，またそうすべきである。」旨提言しており，また，9頁では，諸
外国においても職務発明（特許出願権）が使用者に帰属する形態の国（中国，イギリス，フラン
ス，イタリア，ロシア等）や職務発明の規定がなく，事実上雇用契約等で使用者帰属となる国（ア
メリカ，カナダ，オーストラリア等）が数多くある一方，従業者等に帰属する形態の国は日本，
韓国，ドイツ等にとどまる旨指摘している。なお，同旨の意見として，日本経済団体連合会「職
務発明の法人帰属をあらためて求める」（2013年5月14日）がある。
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欲を注ぐことにもなりかねない11）。そこで，特許法は，従業者等は，契約，勤務規則
その他の定めにより職務発明について使用者等に特許を受ける権利を取得させ，使用
者等に特許権を承継させる等した場合には，相当の利益を受ける権利を有する旨（特
許法35条4項）12），また，契約，勤務規則その他の定めにおいて相当の利益について定
める場合には，相当の利益の内容を決定するための基準の策定に際して使用者等と従
業者等との間で行われる協議の状況，策定された当該基準の開示の状況，相当の利益
の内容の決定について行われる従業者等からの意見の聴取の状況等を考慮して，その
定めたところにより相当の利益を与えることが不合理であると認められるものであつ
てはならない旨（特許法35条5項）それぞれ規定し，相当の利益の認定に係る手続的
規定を定め，使用者等と従業者等の利害の調整を図っている。 
 　なお，相当の利益についての定めがない場合又はその定めたところにより相当の利
益を与えることが不合理であると認められる場合には，相当の利益の内容は，その発
明により使用者等が受けるべき利益の額，その発明に関連して使用者等が行う負担，
貢献及び従業者等の処遇その他の事情を考慮して定めなければならないこととされて
いる（特許法35条7項）。 
 （2）従業者等に支払われる金銭等の種類 
 　相当の利益に関して実務上，契約，勤務規則において特許を受ける権利の承継等に
際し使用者等から従業者等に対して支払われる金銭等の種類については，発明，特許
出願，特許登録，実施の段階に応じ以下のとおりの状況となっている13）。 
 イ　発明時対価：特許を受けることができると期待した発明につき，特許を受ける権
利があるとして，承継時に評価して支払われるもの。 
 ロ　出願時対価：出願時に支払うものであり，対価の性質等は発明時対価とほぼ同様。 
 ハ　登録時対価：登録されたとき，すなわち特許を受ける権利が単なる主観的なもの
から客観的なものであることが明らかになったときに評価し，支払われるもの。 
 ニ　実績時対価：その発明に積極的利益が生じた場合にその利益に応じて支払われる
もの。 
 　ところで，実務においてこの相当な利益について問題とされてきたのは，その算定
方法である。平成27年度改正前特許法において，改正前の「相当の対価」の支払い
に関して，2000年代初頭から高額の対価の支払いを認める判例が相次ぎ，「相当の対
価」の算定基準の不明確さによって企業に偶発的に生じる債務リスクが問題となっ
11） 田村義之，山本敬三『職務発明』有斐閣10頁。
12） 平成27年度特許法改正により，それまで「相当の対価」と表現されていたが，「相当の利益」
の表現に改められた。
13） これらの記載に当たっては，前掲注5吉藤180頁（平成27年度改正前の状況）を参考にした。
― 7 ―
た14）。平成27年度改正前特許法35条4項では「相当の対価」の内容として，「その発
明により使用者等が受けるべき利益の額及びその発明がされるについて使用者等が貢
献した程度を考慮して定めなければならない」と規定されているだけで，訴訟リスク
のある予見性の低い制度であることから，法的予見可能性の向上が課題とされていた。
そこで，平成27年度改正においては，使用者等帰属の導入に伴い従業者等に支払わ
れる金銭等を「相当の対価」から「相当の利益」に名称変更し，「相当の利益」の決
定手続きを重視する内容に加え，これらの手続の状況の判断の在り方について，具体
的に明示し，不合理性に係る法的予見可能性を向上させるために，特許法35条5項に
係る考慮すべき状況等に関する事項（契約等に基づいて「相当の利益」を付与する手
続の不合理性に関する考慮事項）について，経済産業大臣が指針を定めて公表する旨
規定した（特許法35条6項）15）。 
 （3）職務発明制度の沿革 
 　日本において特許制度が創設されたのは，1885年（明治18年）に「専売特許条例」
が布告，施行されたのが始まりである16）。この条例の1条において「有益ノ事物ヲ発
明シテ之ヲ専売セント欲スル者ハ農商務卿ニ願出其特許ヲ受クヘシ」旨，4条におい
て「左ノ諸項ニ触ルルモノハ専売特許ヲ願出ルコトヲ得ス　一　他人ノ既ニ発明シタ
ルモノ但シ他人ヨリ譲受ケタルモノハ此限ニアラス（二号以下省略）」旨規定し，こ
れによれば，特許の対象を新規で有益な事物の発明としていること，特許の審査が農
商務省の所管であること，先発明主義を採用していることが窺われる。 
 　その後，この条例は1888年（明治21年）に「特許条例」として改正され，1899年（明
治32年）に特許法が制定された。ただし，この段階では職務発明に係る規定はなく，
職務発明に係る規定が導入されたのは1909年（明治42年）の特許法改正においてで
ある。明治42年の特許法は，第3条1項で「職務上又ハ契約上為シタル発明ニ付特許
ヲ受クルノ権利ハ勤務規程又ハ契約ニ別段ノ定アル場合ヲ除クノ外其ノ職務ヲ執行セ
シムル者又ハ使用者ニ属ス」として，職務発明にかかる特許を受ける権利を使用者に
帰属させる使用者等帰属制度の規定を置くとともに，第10条において「特許ヲ受ク
ルノ権利ハ之ヲ移転スルコトヲ得　但シ担保ニ供スルコトヲ得ス」旨規定し，譲渡が
14） 前掲注10日本経済団体連合会1頁。なお，対価認定に関して争点とされた具体的な訴訟事例と
して，最高裁平成15年4月22日判決（オリンパス光学工業事件），東京高裁平成16年1月29日判
決（日立製作所控訴審），東京高裁平成17年1月11日和解（青色発光ダイオード事件）等がある。
15） 特許庁「職務発明制度の見直し」特許庁HP『平成27年度法改正解説』11頁。
16） 前掲注5吉藤25頁によれば，これ以前にも1871年（明治4年）に布告された先願主義，審査主
義を採用した「専売略規制」があるが，当時の国民が理解できず，運用上問題視されたことから
翌年廃止されている。
― 8 ―
従業者等が使用者等から職務発明として支給を受ける金銭等に係る所得区分
可能である旨規定した。 
 　この明治に創設された特許法は，大正10年の改正により，先発明主義から先願主
義への変更等いくつかの改正が行われ，職務発明については，現行制度につながる改
正が行われた。すなわち，大正10年改正特許法14条1項において，これまでの使用
者等帰属から，従業者等帰属に変更し，特許を受ける権利の承継については「被用
者，法人ノ役員又ハ公務員ノ其ノ勤務二関シ為シタル発明二付テハ性質上使用者，法
人又ハ職務ヲ執行セシムル者ノ業務範囲二属シ且其ノ発明ヲ為スニ至リタル行為力被
用者，法人ノ役員又ハ公務員ノ任務二属スル場合ノモノヲ除クノ外予メ使用者，法人
又ハ職務ヲ執行セシムル者ヲシテ特許ヲ受クルノ権利又ハ特許権ヲ承継セシムルコト
ヲ定メタル契約又ハ勤務規程ノ条項ハ之ヲ無効トス」としてあらかじめ契約又は勤務
規定により，承継することができる旨，また，同条2項において「使用者，法人又ハ
職務ヲ執行セシムル者ハ被用者，法人ノ役員又ハ公務員ノ其ノ勤務二関シ為シクル発
明ニシテ性質上使用者，法人又ハ職務ヲ執行セシムル者ノ業務範囲二属シ且其ノ発明
ヲ為スニ至リクル行為力被用者，法人ノ役員又ハ公務員ノ任務二属スル場合ノモノニ
付其ノ被用者，法人ノ役員若ハ公務員力特許ヲ受ケタルトキ又ハ其ノ者ノ特許ヲ受ク
ルノ権利ヲ承継シタル者力特許ヲ受ケクルトキハ其ノ発明二付実施権ヲ有ス」として
使用者等に通常実施権を認める旨規定した。そして，同条3項で「被用者，法人ノ役
員又ハ公務員ハ前項ノ発明二付テノ特許ヲ受クルノ権利又ハ特許権ヲ予メ定メクル契
約又ハ勤務規程二依リ使用者，法人又ハ職務ヲ執行シムル者ヲシテ承継セシメクル場
合二於テ相当ノ補償金ヲ受クルノ権利ヲ有ス」との従業者等に対し承継に際して「相
当の補償金」を支払う旨規定し，現行制度とかなり類似した内容が盛り込まれた。 
 　さらに，昭和34年には，職務発明の条文を35条に移し替えた以外に，大正10年改
正特許法14条3項により従業者等に支払われる金銭等である「相当の補償金」の表現
を「相当の対価」に改め，昭和34年改正特許法35条4項として，「対価の額は，その
発明により使用者等が受けるべき利益の額及びその発明がされるについて使用者等が
貢献した程度を考慮して定めなければならない。」旨追加し，抽象的ながら相当の対
価に係る対象を示した。この「補償金」と「対価」では，一見して特許を受ける権利
の承継に係る金銭等の性格が異なる表現ぶりであり，すなわち，「補償金」であれば，
爾後の現実の実施の結果に見合う補償金額が，既払いの相当とされた補償金額を超過
する場合には，その超過額の請求は当然に認められるのであるが，新法35条の「対価」
は権利の承継の時に決められるべき金額と解されており17），この時点で従業員等は対
17） 野一色勲「職務発明と特許を受ける権利」AIPPI59巻4号299頁。また，東京地裁昭和58年12
月23日判決では「職務発明について，特許を受ける権利を使用者に承継させたときは，発明者
である従業者は相当の対価の請求権を取得するが，特許法第三五条第三項の解釈上，右請求権の
発生するのは，特許を受ける権利の承継の時であると解するのが相当である。」旨判示している。
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価請求権を取得することになる。これに関して，立案当局者は特に内容として変更を
したものでないとしているが18），承継時に対価請求権が発生すると解釈すれば「相当
の対価」の評価に当たっては事前に画一的に決めるのではなく，個々の状況に応じ，
事後に生じると見込まれる従業者等が受けるべき利益の額と発明がされるについて使
用者等が貢献した程度を勘案して算定し，不足の場合には事後に請求できることにな
る19）。 
 　したがって，昭和34年改正特許法35条4項における特許法上「相当の対価」とさ
れるのは，従業者等が発明により特許を受ける権利を取得した際に，承継時に受け取
る発明時対価及びその後の追加払いのみで，発明時対価以外に，実務上あらかじめ契
約，勤務規則において定められている出願時以降に受け取る対価は，特許法で規定さ
れた対価というよりは，使用者等と従業者等の契約や職務規則により発生するものと
整理される。 
 　この「相当の対価」の評価を巡っては，昭和34年改正特許法35条4項に規定され
る以外特段の具体的な算定方法は示されておらず，前述のように裁判上において，職
務開発の進展に伴い従業者等から高額の「相当の対価」の請求が種々使用者等になさ
れ，これらの一部を含めて容認する判決等が続出した。こうした判決に対して，対価
の額に関して，使用者が敗訴した場合の不足額がどの程度になるか等予測が困難であ
り，法的安定性に欠ける面があるとされ20），平成16年度改正において平成16年度改正
特許法35条4項として「契約，勤務規則その他の定めにおいて前項の対価について定
める場合には，対価を決定するための基準の策定に際して使用者等と従業者等との間
で行われる協議の状況，策定された当該基準の開示の状況，対価の額の算定について
行われる従業者等からの意見の聴取の状況等を考慮して，その定めたところにより対
価を支払うことが不合理と認められるものであってはならない。」旨規定し，これら
基準の具体的な算定方法が不合理でない場合には，その額が正当な対価であるという
18） 荒玉義人（特許庁審査室長）「工業所有権制度改正審議会特許部会の答申について」ジュリス
ト125号40頁脚注三では，「現行法の補償金を対価と改めたのは，補償金は公権力の行使によっ
て財産権に加えられた制度に対するものであって，この場合のようにもともと自由意思によって
譲渡されたのに対する反対給付としては適当でないので対価としたにすぎない。実質上の意味は
ない。」としている。
19） 最高裁平成15年4月22日判決では「勤務規則等により職務発明について特許を受ける権利等
を使用者等に承継させた従業者等は，当該勤務規則等に，使用者等が従業者等に対して支払うべ
き対価に関する条項がある場合においても，これによる対価の額が同条4項の規定に従って定め
られる対価の額に満たないときは，同条3項の規定に基づき，その不足する額に相当する対価の
支払を求めることができると解するのが相当である。」としている。
20） 前掲注1中山76頁。
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一応の推定を受けることとされた21）。 
 　その後，前述のように平成27年度特許法改正において，使用者等帰属制度の導入
及び使用者等への特許を受ける権利の取得や承継に際して従業者等に対する支給され
る金銭等としての「相当の対価」が「相当の利益」に変更等に伴う改正が行われた。
後者の改正については，企業戦略に応じて柔軟なインセンティブ施策を講じることを
可能とするとともに，発明者の利益を守るため，「相当の対価」という文言を「相当
の金銭その他の経済上の利益（相当の利益）」と改め，留学の機会の付与やストック
オプションの付与等金銭以外の経済上の利益の付与であっても，使用者等の従業者等
に対する義務が履行されたものとすることとしたのであり22），経済的価値を有すると
評価できるものを対象とすることを明確にした。したがって，この「相当の利益」の
範囲は文理解釈上，改正前の「相当の対価」と異なり承継時に生じる対価に限定する
ものではなく，発明時対価やその追加払いに限らず，出願時対価，登録時対価，実績
時対価すべてが「相当の利益」の範囲に含まれると解される。 
 　以上のように職務発明については，明治以降種々の変遷を経つつ特許法によりその
権利関係が規定され，今日に至っている。この特許法の考え方は現行所得課税の考え
方に反映されている。以下，職務発明として支給を受ける金銭等についての現行所得
課税の取扱い及びこれまでの変遷について整理する。 
 3　職務発明により支給を受けた金銭等の所得区分を中心とした税務処理の現
状等 
 （1）現行所得税の取扱い 
 　一般的に従業者等が使用者等から支給される金銭は，一定の勤務関係に基づき，そ
の勤務の対価として使用者から受ける報酬であるであることからこれによる所得は給
与所得となるとされている23）。所得税法上給与所得とは，俸給，給料，賃金，歳費及
び賞与並びにこれらの性質を有する給与にかかる所得と規定されているのみで（所得
税法28条1項），明文上はその範囲について具体的に示されてはいない。判例上で示
されたものとしては，通勤定期券等の支給が給与であるとした事例において，「勤労
者が勤労者たる地位に基いて使用者から受ける給付はすべて給与所得を構成する収入
21） 前掲注1中山77頁。なお，対価についての定めがない場合やその定めたところにより対価を支
払うことが不合理と認められる場合には，対価の額は，その発明により使用者等が受けるべき利
益の額，その発明に関連して使用者等が行う負担，貢献及び従業者等の処遇その他の事情を考慮
して定められる（法35条5項）。
22） 前掲注15特許庁9頁。
23） 池本征男『所得税法―理論と計算―（十二訂版）』税務経理協会73頁。
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と解すべき」旨判示した例（最高裁昭和37年8月10日判決），会社と弁護士間の顧問
契約による弁護士報酬が事業所得であるとした事例において，「給与所得とは雇用契
約又はこれに類する契約に基づき使用者の指揮命令に服して提供した労務の対価とし
て使用者から受ける給付をいう。」として「とりわけ，給与支給者との関係において
何らかの空間的，時間的な拘束を受け，継続的ないし断続的に労務又は役務の提供が
あり，その対価として支給されるものであるかどうかが重視されなければならない。」
旨判示した例（最高裁昭和56年4月24日判決）があり，これらの判決を踏まえると，
使用者等から指揮命令に服して継続的に提供した労務の対価として支給されたもので
あれば，所得区分上は給与所得として課税することになる。 
 　このことから，従業者等が発明等によって使用者等から支払いを受ける金銭等につ
いても特段の規定がなければ，給与所得に該当することになる。しかしながら，課税
当局では通達等により，所得区分について特許を受ける権利が従業員等帰属制度適用
の場合と使用者等帰属制度適用の場合でそれぞれ取扱いを定め，いずれの場合におい
ても給与所得に該当しない取扱いとしている。 
 　まず，前者の従業員等帰属が適用される場合は，業務上有益な発明，考案又は創作
をした者が当該発明，考案又は創作に係る特許を受ける権利を使用者に承継させたこ
とにより支払を受けるものこれらの権利の承継に際し一時に支払を受けるものは譲渡
所得，これらの権利を承継させた後において支払を受けるものは雑所得としている（所
得税基本通達23 ～ 35共 ― 1（1））。また，事務若しくは作業の合理化，製品の品質の
改善又は経費の節約等に寄与する工夫や考案等のうち特許を受けるに至らない場合に
支給される金銭等については，通常の職務の範囲内の行為である場合には給与所得，
その他の場合には一時所得（その工夫，考案等の実施後の成績等に応じ継続的に支払
いを受ける時は雑所得）としている（所得税基本通達23 ～ 35共 ― 1（3）） 
 　すなわち，使用者等が従業者等の発明等に係る特許の権利を承継した場合に支払う
ものは，その発明等が従業者等の通常の職務の範囲内の行為に基づくものであるかど
うかを問わず，①当該権利の承継に際して支払われる一時金（上記2（1）の発明時
対価）は，権利の譲渡の対価であるから譲渡所得となり，②その後その権利の実施の
成績に応じて支払われるもの（上記2（1）の出願時対価，登録時対価，実績時対価）
は，権利の譲渡の対価の追加払い的な性質のものと考えられ，雑所得に当たることに
なる24）。 
24） 三又修，樫田明，一色広己，石川雅美共編『所得税基本通達逐条解説（平成29年度版）』㈶大
蔵事務協会274頁。なお，同書において，出願時対価，登録時対価，実績時対価については，こ
の通達の条文上だけでは課税当局として特許法に基づく相当の利益として認識しているか否かは
明らかではないが，平成17年10月3日付広島国税局「職務発明等に係る報償金の取扱いについて」
（文書回答）において，発明時対価はなく，出願時対価，登録時対価，実績時対価の支給がある
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 　この考え方は，特許法に基づき発明者たる従業者等が発明行為によって取得した特
許を受ける権利について財産権としての価値を認め，特許法が適用されない考案等に
対しては，考案に係るノウハウの対価に係る資産的価値を認めず，性質の違いにより
人的役務の提供（給与所得又は雑所得）又は偶発的な対価性のない所得（一時所得）
として認識していること，「相当の利益」の概念については，承継に発生した発明時
対価のみならず，その後に実現して得られた出願時対価，登録時対価，実績時対価等
支出時期に関わらずすべてについて，特許法35条4項に基づいて支給される「相当の
利益」に該当するとの解釈の下で，いずれも通常の給与所得とは異なる源泉によって
得られた所得であるとの考え方に則っている。 
 　これに対して，使用者等帰属が適用される場合は，①従業員等から当社（使用者等）
へ特許を受ける権利を移転させることにより生ずるものでないことから，譲渡所得に
は該当しない，②発明者である従業員等が使用者等から支払を受けるものであるが，
使用人としての地位に基づいて支払を受けるものではなく，特許法の規定により「発
明者」としての地位に基づいて支払を受けるものであり，給与所得には該当しない，
③あらかじめ定めた職務発明規程等に基づき，特許法第35条第4項に規定する「相当
の利益」として支払を受けるものであり，使用者等に職務発明に係る特許を受ける権
利を原始的に取得させることによって生ずるものであることから，臨時・偶発的な所
得である一時所得にも該当しない，④したがって，利子所得，配当所得，不動産所得，
事業所得，給与所得，退職所得，山林所得，譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当
しない，ことから雑所得に該当するとしている（本件文書回答）。 
 　すなわち，使用者等帰属の場合は，特許を受ける権利は発明時から従業者等に帰属
せず，相当の利益の性格は，特許を受ける権利の資産の移転に伴う譲渡対価やその追
加払いといった性格ではないと整理したことによるものと考えられる。そうであれば
労務の対価と評価でき，給与所得と異なるものではない。しかしながら，課税当局で
は，職務発明により従業者等に対して特許法の規定による「発明者」としての地位が
形成されるとの論理の下で，給与所得には該当せず，また，あらかじめ定めた職務発
明規程等に基づき支給されることから，臨時・偶発的である一時所得にも該当しない
としたものである。 
 （2）これまでの職務発明に係る所得区分の取扱いに係る沿革 
 　上記のように，課税上職務発明により支給を受けた金銭等は特許法を根拠に，その
事例において，出願時対価は譲渡所得，登録時対価，実績時対価は雑所得に該当する旨回答して
いることから，課税当局としては職務発明として支給を受ける金銭についてはすべて特許法上の
相当の利益と認識して所得区分を判定しているものとして整理した。
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性格は給与所得とは異なる源泉にあるとしているが，職務発明に係る取扱いについて，
こうした考えが示されたのは「従業員の発明等に基づく表彰金等に対する所得税の取
扱いについて」（昭和31年10月3日直所2 ― 90）通達が契機と考えられる25）。この通達は，
大正10年改正特許法が適用された時代に制定されたものであり，特許を受ける権利
については従業者等帰属の下原始的には従業者等に帰属し，その後の使用者等への承
継に伴い，従業者等は財産権としての特許を受ける権利の譲渡に伴ない取得する金銭
について，当該権利が譲渡された対価として整理するとともに，従業員が取得した金
銭のうち補償金に該当することが明らかなものを譲渡所得，それ以外のものは給与所
得，雑所得，一時所得のいずれかとしており，特許を受ける権利を財産権として取り
扱う考え方が示されている。この通達において，出願時対価及び登録時対価について
は，原則譲渡所得としつつ対象となる発明がその者の通常の職務内の行為に基づくも
のであれば給与所得とされ（ただし，この区別は曖昧であったとのこと），業績対価
については，実施後継続的に支払われるものとして雑所得とされるとの解釈で適用さ
れていた26）。 
 　その後，この通達は，昭和34年度の特許法改正による表彰金等の支払い方法に変
化があったとして，「従業員の発明等に基づく報償金等に対する所得税の取扱いにつ
25） 「従業員の発明等に基く表彰金等に対する所得税の取扱いについて」（昭和31年10月3日直所
2 ― 90）の全文は以下のとおりである。
 　「雇よう主が，発明，考案等をした従業員に対して表彰金品を支給している事例が見受けられ
るが，これらの表彰金品に対する所得税の取扱については，原則として，当該金品の支給の起因
となった行為等が当該従業員に課されている通常の業務の範囲内のものであるかどうかなどによ
り所得の種類を判定することとし，下記に掲げるものについては，それぞれ下記により取り扱う
こととされたい。 
記 
 （一） 業務上の有益な発明，発見，工夫又は考案をした者に対するものについては，特許法（大
正10年法律第96号）第14条第3項（…）に規定する補償金に該当するととが明らかである
ものは当該従業員の譲渡所得とし，その他のものは（四）に該当するものを除き，当該従
業員の一時所得（実施後の成績に応じて継統的に支給されるものは雑所得）とすること。 
 （二） 事務若しくは作業の能率化若しくは合理化又は経費の節約，品質の改善等に寄与した者に
対するものについては，（四）に該当するものを除き当該従業員の一時所得とすること。 
 （三） 災害等の防止に成果をあげた者又は災害等に際し功績のあつた者に対するものについては，
（四）に該当するものを除き，当該従業員の一時所得とすること。 
 （四） 勤務成績が特に優秀な者に対するもの及び（一）から（三）までに掲げるもので，考案，改善，
防止等がその者に課された通常の職務の範囲内の行為であると認められるものについては，
当該従業員の給与所得とすること。 」
26） 高橋章「職務発明の対価と所得税の問題」パテント20巻4号37頁。なお，この頃の取扱いと
しては，特許を受ける権利は出願時又は登録時に承継（譲渡）がされたとの取扱いを行っていた
ようである。
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いて」（昭和41年9月24日直審（源）4）通達として改正がなされ，その後，今日の
所得税基本通達23 ～ 35共 ― 1として基本通達に盛り込まれた。 
 　上記通達の主な改正事項としては， 
 　「1　業務上有益な発明，考案または創作をした従業員に支給するもので，当該発明
考案または創作にかかる特許を受ける権利等又は特許権等を雇用主が承継したことに
より支払うものについては， 
 　（1）これらの権利の承継に際しまたは，その承継した特許権等を実施するに際し，
一時に支払うものは，その支給を受ける者の譲渡所得とする。 
 　（2）これらの権利を承継した後において，その権利の実施後の成績に応じ継続して
支払うものは，その支給を受ける者の雑所得とする。（2中略） 
 　3　事務もしくは作業の合理化，製品の品質の改善または経費の節約等に寄与する
工夫または考案等（特許等を受けるにいたらないものに限る。）をした従業員に対し
支払うものは，その工夫または考案等がその従業員の通常の職務の範囲内の行為であ
る場合には，その従業員の給与所得として，その他の場合には，その支給を受ける者
の一時所得（その工夫，考案等の実施後の成績等に応じ継続的に支払うものは雑所得）
とする。」 
 との規定で，特許を受ける権利の承継時に支払うものは譲渡所得，承継後に支払うも
のは雑所得とする区分がなされ，基本通達制定後においても従業者等帰属の下で運用
されてきた。 
 　その後，平成27年度の特許法改正により，使用者等帰属が導入され，これに対応
すべく本件文書回答が示されてはいるが，課税当局の見解を表明する形式としては，
所得税基本通達の改正には至っておらず，あくまで，個別事例における照会に対する
回答であるとの位置づけにとどまっている。 
 （3）所得区分に関して争いとなった事例 
 　職務発明に係る金銭等については，平成16年度特許法改正前において種々の訴訟
が提起されたことは前述のとおりであるが，その結果判決や和解によって従業員等に
対し発明の対価承継後に新たに得られた所得について，所得区分上これらの所得が譲
渡所得であるか，雑所得であるか，一時所得であるかが争点とされた事例がいくつか
散見されている。 
 　その中で主なものとして，職務発明を行い当該発明に係る特許を受ける権利を使用
者に承継させた従業者が使用者に対し，承継時の金額が「相当の対価」に満たないと
して訴訟により支払いを求めた結果，和解により新たに確定し，受領した金銭が譲渡
所得に該当するか，雑所得に該当するかが争われた事例がある（大阪地裁平成23年
10月14日判決事案等）。この事例については，上記所得税基本通達23 ～ 35共 ― 1（1）
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を形式的に当てはめれば，和解金は承継後には発生したものであり，当該従業者の資
産保有から生じ，譲渡により実現するといった譲渡所得ではなく雑所得となるが，和
解金の法的性質が特許を受ける権利の譲渡対価であるとすれば譲渡所得になるとの考
えが成り立つ。これについて，大阪地裁平成23年10月14日判決は「譲渡所得に係る
課税の趣旨や制度の仕組みなどからすれば，ある所得が譲渡所得に該当するためには，
その所得が「当該資産の増加益が所有者の支配を離れる機会に一挙に実現したもの」
であること，すなわち，資産の所有権その他の権利が相手方に移転する機会に一時に
実現した所得であることを要すると解するのが相当である。」とした上で，「（旧特許
法35条3項，同条4項の規定について），上記各規定の文言，特に，相当の対価の額
を定める考慮事項として「その発明により使用者等が受けるべき利益」とされている
ことなどに照らすと，相当の対価支払請求権は，理論上，特許を受ける権利等を承継
させたときに発生するものと解され，……特許を受ける権利等が承継された時（相当
の対価支払請求権が発生した時）においては，その機会に現実に金銭が支払われた（又
は将来支払われる具体的な金額が確定している）部分を除き，当該特許を受ける権利
等の承継に係る「相当の対価」につき所得が実現したと評価することはできず，職務
発明に係る「相当の対価」として支払われた本件和解金についても，本件特許を受け
る権利が承継された機会において所得が実現したということはできない。」旨判示し，
雑所得であると判示している27）。（当該事件は大阪高裁平成24年4月26日判決（控訴
棄却），最高裁平成24年4月4日判決（上告棄却）により確定している。） 
 　また，ある国立大学の教員が共同発明者と職務発明を行い，共同発明者との職務発
明に係る特許を受ける権利の持分を譲受け，大学に対して特許を受ける権利を譲渡し
た後，当該大学より，大学での発明規程に係る補償金を当該大学教員に支払い，当該
大学教員が取得した補償金を共同発明者と分配した残額について，当該所得が一時所
得か雑所得かが争われた事件（東京地裁平成28年5月27日判決）について，「本件金
員の支払は，本件各発明に係る特許を受ける権利の国への譲渡と密接に関連する給付
であるというべきであり，その事情に照らし，偶発的に本件金員が支払われたとはい
えないものというべきであり，一時所得には該当しない。」旨判示し，雑所得と認定
している。（当該事件は東京高裁平成28年11月17日判決（控訴棄却），最高裁平成29
年4月18日判決（上告棄却）により確定している。） 
 　以上，裁判事例を見ると，譲渡所得は資産の譲渡時に一時に実現し，譲渡時点で実
現した対価のみ譲渡所得の対象となり，したがって，譲渡時職務発明に係る承継の対
価として承継前に支払われたものは譲渡所得であるが，その後に対価の額が確定した
としても譲渡所得の対価とはならず，また，偶発的に実現したものでもないことから
27） 同旨として大津地裁平成26年4月10日（控訴審大阪高裁平成27年4月3日判決）がある。
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一時所得にも該当せず，雑所得となる旨の結論で一致しており，課税当局の見解と同
様である。 
 （4）所得区分に関してのこれまでの先行研究例 
 　職務発明に係る金銭等の所得区分に関し，平成27年度改正前の従業員帰属に係る
特許を受ける権利としての譲渡対価を軸に支給された金銭等の所得区分についての先
行研究としていくつかの見解が示されている。 
 　そのうち，課税当局及び裁判例の見解とは異なる見解として，相当の対価をすべて
譲渡所得として構成する考え方がある。先の大阪地裁平成23年10月14日判決の評釈
において和解金の所得区分が譲渡所得であるとする見解として，例えば，譲渡所得は
資産の譲渡時点で確定するとの判旨に対して，「資産を譲渡したが金額が未定の場合
は，権利が確定しておらず，収入すべき金額はないことになる。この場合，資産の対
価が決定して相手方に請求できるようになった時に，その年の譲渡所得になる。」と
して，本件の収入すべき金額の権利確定は平成18年（和解が確定した時点）であり，
本件和解金は特許を受ける権利の対価であり，譲渡所得に該当する見解28），また，「条
文上，資産の譲渡と対価支払が同時期になされなければならないとの解釈を必ずしも
導出することはできない。」としつつ「本件和解条項においても，「職務発明，考案に
かかる権利の譲渡の対価として」との文言が用いられ」，「特許法上にいう「相当の対価」
請求権の法的性質を考えると，本件和解金は権利の譲渡（承継）対価と考えることが
できる。」とする見解29），「一般的に，1つの資産を譲渡したことによって受け取る対価
について複数年に亘って譲渡所得として計上するというケースはあまり見受けられな
いが，この資産については法律の規定等により，従業者等が権利の譲渡に伴う対価を
段階的に確定して受領することになり，所得税法等の各法令に照らすと，それはそれ
ぞれ確定した年の譲渡所得として計上すべきこととなるのである。」とする見解30），な
ど見受けられる。 
 　これに対して，「「相当の対価」が特許を受ける権利の譲渡時の価値そのものである
と解することは難しく，「相当の対価」の算定は実際には特許を受ける権利の承継（譲
渡）後にされるのが一般的であり，そこでは実際にその特許を受ける権利から生み出
された利益を基に金額が算定されている。」ことを前提に，上記判決の結論は妥当と
28） 圖子善信「職務発明対価の所得区分について」新判例解説Watch12号212頁。
29） 林仲宣・谷口智紀「職務発明に係る特許を受ける権利の「相当の対価」の所得区分」税務弘報
60巻13号128頁。
30） 元氏成保「職務発明に関して従業員等が使用者当から受け取る金員の所得区分」『行政と国民
の権利』法律文化社519頁。
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する見解がある31）。 
 　ところで，課税当局及び裁判例の考え方は，職務発明に係る「相当の利益」に関し
ては，特許を受ける権利が特許法35条に基づく権利であることを意識しつつ，使用
者等と従業者等間の例外として雇用契約を離れて従業者等を発明者として取り扱うこ
とを前提にこうした譲渡所得や雑所得との所得区分としているが，法的な立場をはな
れて，経済的な実態からすれば他の使用者から支払われる金銭等と同様である等の理
由により，給与所得に該当すべきとの見解がある。 
 　その中で，佐藤英明氏は，設備，原材料，試料，その他研究環境一切に関する経費
を使用者が負担し，従業員は使用者の広義の指揮命令下で研究を行い，その研究を行
うこと自体が当事者間で合意され，期待されている労務提供である場合に，使用者か
ら従業員に支払われる「対価」は，同様に従属的労務の対価以外の何物でもないこ
と，わが国の企業においては，特許を受ける権利自体の客観的な経済価値に比して少
額の報償金しか支払われない例が多数あること，特許を受ける権利の客観的な価値よ
りもはるかに低額の対価で発明者が法人たる使用者に権利を承継させた場合にはみな
し譲渡（所得税法59条）の問題が発生する余地があること等から，公平な課税を目
的とする租税法が，常に必ず従業員発明制度の法律構成に従わなければならないもの
とは考えられないとして，個別の事情に応じ給与所得に該当することがあるとしてい
る32）。 
 　また，山下貴氏は，職務発明の対価の法的性質は形式的には権利承継の対価である
が，実質的には賃金に近く，形式論にとらわれて，職務発明の対価について給与所得
を原則とする課税領域の例外規定と位置付けられる所得税基本通達23 ～ 35共1に入
れてしまったのは，疑問であり，実質論を重視すべき点，職務著作に基づく報償金と
課税（所得税基本通達23 ～ 35共 ― 1（3）が適用され，給与所得となる。）の不均衡を
生じている点等からして，原則として給与所得となるとしている33）。 
 　なお，酒井克彦氏は，直接的には結論は示してはいないが，「特許を受ける権利」
は未完成なる権利であって，未だ減価償却をなすべき対象とならない旨判示された判
決（広島高裁昭和43年6月27日判決）をもとに，未完成なる権利であるという整理
を基礎とするのであれば，およそ価値が上昇するものとみることはできないから，出
願をするかどうかの選択権が譲渡所得の原因となる資産とみることは妥当でない旨，
31） 與谷直欧人「特許法35条3項の「相当の対価」の譲渡所得該当性」沖縄法学論叢6号59頁。
32） 佐藤英明「所得税　使用者から与えられる報奨金等が給与所得とされる範囲」税務事例研究
61巻38頁以下。これと同様な考えを示す見解として，加藤友佳「知的財産権に対する課税と課
題―職務発明の対価と所得の性質」租税研究832号88頁以下がある。
33） 山下　貴「職務発明の対価における税務（特集　知的財産の最新税務問題）」税務弘報54巻2
号86頁以下。
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平成27年度改正前特許法35条5項において，「相当の対価」はその発明にその発明に
より使用者等が受けるべき利益の額，その発明に関連して使用者等が行う負担，貢献
及び従業者等の処遇」を参考に決めることから，「相当の対価」を単なる権利の価値
と認識することには無理がある旨等により譲渡所得として取り扱うことに反対の意見
を述べ34），このことは給与所得であることを示唆していると考える。 
 　一方で，平成27年度改正後における使用者等帰属における所得区分の取扱いにつ
いてみると，金子宏氏は，特許法35条3項（現4項）基づいて支払いを受ける相当の
対価は退職後に支給される和解金を含めて譲渡所得に当たるとしつつ，平成27年の
特許法改正のもとでも，1項，3項，4項を併せて考えると，職務発明について従業者
が使用者から受ける相当の利益は譲渡所得にあたると解することが可能であるとして
いる35）。 
 　また，酒井克彦氏は，勤労者ないし従業員がその地位に基づいて使用者から受ける
給付が給与所得に該当するという考え方は判決においても支持されており，このよう
な考え方を前提とすると，「従業員等」の地位において（報奨金の支給を受ける者は「発
明者」と「従業員等」の地位を併有している。），給付を受ける特許法35条の規定に
基づく各報奨金は，給与所得に該当すると考えるのが妥当との見解を示している36）。 
 4　使用者等帰属の導入に伴い出された本件文書回答の疑問点 
 　以上，これまでの現行制度，論点とされた裁判例，各種先行研究例を述べてきたが，
使用者等帰属の導入に伴い現行特許法の下で，職務発明について従業者等が使用者等
から受ける金銭等に係る課税当局が示している所得区分についてはいくつかの疑問点
を感じる。 
 　まず，平成27年度の特許法改正に伴い使用者等帰属が導入され，これが適用され
る場合，そこには従業者等に特許を受ける権利はなく，したがっての承継はないこと
から，使用者等から従業者等に支払われる金銭等の性格は資産の譲渡の対価ではなく，
労務の提供の対価であり，給与所得に該当するのではないかとの疑問である。課税当
局による本件文書回答によれば，特許法の規定により「発明者」としての地位に基づ
34） 酒井克彦「職務発明対価に係る所得税法上の所得区分（1）」最先端技術関連法研究（8），24
頁以下。同旨酒井克彦『クローズアップ課税要件事実論』財政詳報社199頁以下，池本征男「職
務発明の対価として支払いを受けた和解金の所得区分について」月刊税務事例46巻7号50頁以下。
35） 金子宏『租税法（第23版）』弘文堂265頁。なお，同書では，従業員等が社内規則等に基づい
て支給される報償金等は給与所得に当たるべきとし，特許法に基づき支給される金銭等と区別し
ている。
36） 酒井克彦「職務発明対価に係る所得区分（下 ― 3）」月刊税務事例49巻5号3頁。
― 19 ―
いて支払を受けることをもって従業者等の地位と異にするとしているが，「発明者」
としての地位は職務上として使用者等の命により与えられた職務発明担当の地位から
生じた事実上の地位であり，雇用契約以外の契約として使用者等と別途法律上の契約
を取決めて得られたものではなく，独立的な立場ではない。従業者等帰属であれば，
これまでの取扱いとして，特許法上の効果として発明者である従業者等に原始的に特
許を取得する権利が帰属することから，かかる権利を税法上資産として認め，資産の
譲渡として譲渡所得との考えが成り立つが，使用者等帰属を採用すれば，あえて特許
法の適用を考慮して所得区分を決める必要性は考えられないのではないかと考える。 
 　次に，平成27年度特許法改正において，使用者等は自己の判断により従業者等帰
属か使用者等帰属のいずれかを選択できるが，従業者等からみて適用された制度によ
り課税関係が異なることになる。従業者等からすれば，経済的な実態からすると，ど
ちらの制度を適用するにせよ同様の金銭等が支給される。法形式が異なることにより，
従業者等帰属の場合は承継の対価は譲渡所得でそれ以外は雑所得，使用者等帰属の場
合はすべて雑所得に区分され，従業者等の課税関係が適用される制度により異なる結
果となり，このことは課税の公平上問題がないかとのことである。従業者等帰属と使
用者等帰属とで実態が変わらなければ，同じ所得区分として取り扱うべきではないか
疑問を感じる。 
 　さらに，平成27年度特許法改正において「相当の利益」の範囲が広がり，これら
をすべて雑所得とした場合，従業者等や源泉徴収事務を扱う経理担当者の立場として，
支給される金銭等が発明したことにより支給したものか，通常の業務の中で支給した
ものなのかの区別が困難であるとの指摘がされている37） 。このことは，相当の対価の
課税についてより分かり易く，簡素な取扱いが求められていることを表しており，こ
うした声に対応する必要があるのではと考える次第である。 
 　使用者等帰属の導入に伴いこうした問題が顕在化した理由の1つは，従業者等帰属
の下で職務発明を行った従業者等に対して，特許権を受ける権利の財産的価値を認定
し，この資産が使用者等に承継されるに際して，特許権を受ける権利を通常の資産と
同様の考え方で譲渡所得として区分してきたことに由来するのではないかと考える。
そこで，従業者等が使用者等から職務発明として支給を受ける金銭等に係る所得区分
についてこれまで，従業者等帰属の下で特許権を受ける権利を資産とし，承継に伴い
譲渡所得であるとの考え方が正しかったのか，あるいはこうした考え方による現行制
度について，使用者等帰属の導入に伴い見直す必要がないか否か等について検討する
37） 知的財産研究所『企業等における新たな職務発明制度への対応状況等に関する調査報告書』（平
成29年3月）101頁では，「相当の利益の，税法上の扱いがよくわからない。相当の利益として
昇給を選択した場合，特許による昇給分だけ雑所得になるのか？といった議論もあり，検討しづ
らい。」旨の従業員等からの意見を紹介している。
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こととする。 
 5　職務発明により支給を受けた金銭等に係る所得区分に関する私見 
 　発明者は発明により特許を受ける権利を有するが，この権利について通常の自由発
明と職務発明の場合と比較すると，自由発明については発明者の自由意思でもって当
該権利について出願し又は譲渡する等その行為について特段の制約はない。一方職務
発明の場合，法律上特許受ける権利の内容面において，使用者等の通常実施権の帰属
や勤務規則等による使用者等に対する承継制度といった制度により特許法35条の規
定により大きな制約がある。また，職務発明の実情を考慮した場合，現代企業におけ
る職務発明は，従業者たる研究者個人の資質・発案のみによって実現することは少な
く，企業の用意する多様な支援があって実現することが多く，併せて，企業の研究者
は，研究に従事する以外にも，社内における研修や留学などの教育プログラムの恩恵
に浴することができるほか，研究の失敗や発明での貢献が不十分であることをもって
解雇されることもなく，安定的な雇用を保障されていることに鑑みると38），職務発明
における特許を受ける権利の実態は，自由発明のそれとは異なり所得税法が譲渡所得
として予定している資産と同様なものであるか疑義がある。 
 　現に，従業員等が職務発明により特許出願時に支給を受けた金額についてのアン
ケートでは，1万円以下が64.3％と大半を占め，50万円超の支給を受けた者はわずか
0.1％にすぎず39），全体としてそれほど高くはない。このことは実務上多くの使用者等
が「相当の利益」に係る研究者個人の貢献度合いをかなり低く評価していることが要
因と考えられ40），こうした現実の中で果たして職務発明における特許を受ける権利を
税法上の資産として捉えるべきか疑義がある。このことは，職務発明として支給を受
けた金銭等を譲渡所得として取り扱った戦後間もない時代においては，今日のように
企業が中心となり，研究体制を構築し研究者が企業の蓄積したノウハウ等を利用して
研究を行うといった状況とは異なり，職務発明といっても，個人が中心となって独自
の研究活動を行いその結果が使用者等である企業に帰属するといった自由発明とそれ
38） 吉村隆，牧村恵利「産業界からみた職務発明制度（特集　世界に飛び出せ日本の知財）」法律
のひろば66巻10号41頁。なお，ここでの具体的な支援等の例として，高価な研究設備，大量の
資材や試薬等，個人では用意し得ない高水準の研究環境が提供され，企業が蓄積した研究データ，
営業秘密，市場動向，他社の技術動向等膨大な蓄積情報をあげており，従業者はこれらを活用し
て技術的課題を絞り込み新たな発想を生み出すこともできるとしている。
39） 知的財産研究所『企業等における特許法第35条の制度運用に係る課題及びその解決方法に関
する調査報告書』（平成26年2月）165頁の表の問E ― 1。
40） 前掲注33山下86頁によれば5％程度であるとしている。
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ほど違いがない。このような時代であればともかく，使用者等帰属が導入され，今後
とも組織的な研究活動が推進される変革の時代において，戦後間もないころに考え出
された取扱いが果たして妥当であるか疑問である。 
 　また，仮に従業員等における特許を受ける権利の資産性を認めたとしても，発明に
より承継される際に得られる所得が，資産の譲渡時に一時に実現し，譲渡時点で実現
した対価としての譲渡所得と評価すべきかについても疑問である。現在，職務発明を
行った者の特許出願の件数についてみると，1～ 4件19.3％，5 ～ 9件19.3％，10 ～
19件17.5％，20 ～ 49件21.3％，50 ～ 99件12.4％，100件以上4％となっており41），従
業者等1人当たり複数の職務発明を行っていることが日常化している。この状況は従
業者等が単発の職務発明を行った結果，特許を受ける権利を収得したというよりも，
使用者等からの職務命令により継続して研究業務を行い続けている結果として特許を
受ける権利を得ていることが現状と認識しても過言でない。そうであれば，課税当局
の考え方としての従業者等を雇用者とは異なる発明者としての地位を形成するとの立
場に立った場合，従業者等は業務として継続的に発明に向けて職務を遂行し，その成
果として得られた従業者等が得た特許を受ける権利は単なる資産ではなく，業務活動
を行った従業者等の棚卸資産又は準棚卸資産の形に転化し，従業者等はこれを継続的
に使用者等に承継し，その対価を得続ける活動を行っていると見る方が妥当と考えら
れる。そうであればこうした活動によって得られた所得は，その規模にもよるが，出
願時対価後に取得する対価はもちろんのこと，発明時対価といった承継時に取得する
特許を受ける権利の対価としての金銭等に係る所得についても事業所得又は雑所得に
該当するとの結果につながる。 
 　ところで，課税当局による特許法を根拠に職務発明について従業者等に対して発明
者としての地位を別途形成するとの考え方には，特許法29条に規定する発明者主義
により発明者が得た特許を受ける権利は財産権であるとの特許法上の基本的な考えが
その背景にある。しかしながら，特許法での職務発明の規定がない場合，職務発明は
自由発明と異なり発明者である従業者等は使用者等との雇用契約により，本来その成
果は特段の規定がない限り使用者等に帰属する。そこで，特許法35条は契約等によ
り従業者等帰属制度を採用した場合において，特許を受ける権利を従業者等に帰属す
ることとしているが，職務発明におけるこの特許を受ける権利の性格が自由発明にお
けるそれと同様な経済的価値を有していないことは上述のとおりである。こうしたこ
とから，特許を受ける権利の性格を特許権の設定を要求する行政手続きを求める権利
41） 前掲注37知的財産研究所223頁の問A ― 2。なお，戦後間もない頃と現在の特許申請件数を比較
すると昭和25年（1950年）の特許申請件数が16,896件であるのに対し（科学技術庁『科学技術
白書（昭和33年版）』110頁。），2017年では318,479件となっており（前掲注2経済産業省41頁。），
大幅に増加している。
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であるとして，その財産的価値を認めないとの考えがある42）。こうした考えに立てば，
これまで財産権としてきた特許を受ける権利の資産性は否定され，従業者等に支給さ
れる相当の利益の性格は，従業者等帰属の場合を含め，従業者等のインセンティブの
ために特許法が定めた特別な措置ということになる43）。 
 　このように平成27年度特許法改正に伴い相当の利益の考え方は「相当の対価」と
いった資産の対価の性質ではなく，従業者等のインセンティブのためとされたもので
ある。そうであれば職務発明に伴い支給する金銭等は，課税当局の見解のように，従
業者等帰属の発明時対価は特許を受ける権利の承継時の対価（譲渡所得）として，そ
れ以外の場合は「発明者」としての地位を形成し，職務発明に伴い支給される金銭等（雑
所得）として捉えるのではなく，従業者等帰属及び使用者等帰属が適用される相当の
利益のすべてが，使用者等が発明者たる従業者等を自己の人的資産として確保し，当
該従業者等の研究成果を生み出し利益を得る目的の1つとして支給するものであり、
給与等として一元的に捉えるべきではないかと考える。また，このように整理すると，
給与等と発明の対価とを切り分けることが困難であるとの問題や，課税の公平上すべ
ての相当の利益について同様の所得区分で課税することが望ましいとの課題にも応え
ることとなる。 
 6　おわりに 
 　本稿で対象とした職務発明を行う従業者等は，今後，日本において知財立国を基盤
とした価値デザイン社会の実現に向けた総合的かつ一貫した知的財産戦略に関する政
策が推進される中で44），重要な位置づけとなることが見込まれる。職務発明として支
給を受ける金銭等について従業者等及び源泉徴収義務者である使用者等が適正な課税
を行うためには，これについて法的に安定しかつ予測可能な所得税制度が求められ
る。これまで考察してきた職務発明として支給を受ける金銭等に係る所得区分につい
ては，所得税法ではなく，課税当局による通達や文書回答でもってこれまで取り扱っ
42） 野一色勲「職務発明は誰のものか」阪南論集社会科学研究科編51巻1号72頁。この考え方は，
特許を受ける権利の担保権が否定されていることを根拠に（特許法33条2項），その財産的性格
を認めず，また，職務発明と特許を受ける権利とを区別し，職務発明は雇用契約のもと発明と同
時に使用者等に帰属するとしている。
43） 前掲注1中山83頁。なお，高橋淳・松田誠司『職務発明の実務Q＆A』勁草書房119頁において，
「特許庁は実質改正は意図しないようであるが，……従前の「相当の対価」は主として特許を受
ける権利等の譲渡対価としての性質を有していたのに対し，「相当の利益」は発明奨励のための
インセンティブに純化されたのだから……」旨記している。
44） 知財戦略本部『知的財産推進計画2019』（知的財産推進計画2019）1頁。
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てきている。法的安定性と予測可能性を目的とした租税法律主義の観点から職務発明
に関して支給される金銭等の取扱いについては，法律で規定することが望ましい。本
稿の考察において，職務発明として支給を受ける金銭等に係る所得区分については，
特許法上特別の扱いをする必要はなく，使用者等から支払われる通常の金銭として給
与所得として整理すべき旨の結論に至ったが，仮に課税当局の現行の取扱いを是とす
る結論が妥当と判断される場合においても，その論理的根拠を明記した上で，通達等
ではなく，所得税法等法律により規定すべきではないかと思う次第である。 
 『南山経済研究』掲載論文の中で示された内容や意見は，南山大学および南山大学経済学会
の公式見解を示すものではありません。また，論文に対するご意見・ご質問や，掲載ファ
イルに関するお問い合わせは，執筆者までお寄せ下さい。 
 （岸野　悦朗，E-mail: kishino@ic.nanzan-u.ac.jp） 
 

